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地球温暖化などの影響により、流氷勢力の減少に起因する波高増大が懸念されている。しかしながら、沖

に海氷が少なく沿岸部に海氷が卓越した状況での海氷の遡上特性やその対策についての研究はほとんどされ

ていない。本報告では、実海域に多く見られる海氷の大きさや厚さを考慮した、海氷および波の遡上特性を

明らかとし、これらの対策について水理模型実験により検討するものである。 
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1.  はじめに 

 

近年、地球温暖化などの影響により北極圏内の海氷面

積が将来的に著しく減少することが高いことが報告され

ている1)。海氷は波浪の発達を抑制する効果を有してい

るが、特に沖合部に海氷がほとんど存在せず、沿岸部に

海氷がある場合に発達した低気圧の影響を受けると、波

そのものの遡上により海岸線の直近に位置している主要

な交通路である道路盛土への被害のみならず、海氷を伴

った波の遡上により打ち上げられる氷塊によって、施設

や家屋への甚大な被害が想定される。近年においては最

も海氷の卓越する2月期においても前述した海氷分布の

状況（写真-1参照）が見られていることからも、高波浪

時において海氷を伴った場合の沿岸域への影響を解明す

ることは、今後の沿岸域の防災の観点から重要な課題で

ある。 

本報告では、冬期において波の遡上により北海道オホ

ーツク海沿岸域の道路盛土に被害のあった（図-1参照）

代表的な地形を基に、海氷が沖側にほとんどなく、沿岸

部に卓越した状態を設定し、実海域に卓越する流氷盤の

大きさや厚さ2)を考慮した上で、高波浪が作用した場合

の沿岸部における海氷の遡上現象を把握し、海氷による

波浪低減および遡上特性について、水理模型実験により

明らかにし、その対策について検討するものである。 

 

2.  実験方法 

 

(1)実験条件 

海氷による波の波浪の遡上特性を明らかにするため、

水理模型実験を実施した。図-2に示す反射吸収式造波装

置を備えた2次元造波水路（長さ 24.0 m，幅0.8 m，深さ 

1.0 m）に、現地の地形条件に合わせて1:30および 1:10 勾

配のモルタル製固定床を設置した。模型縮尺は 1/45 とし、

実験にはすべて不規則波を用い、1波群 200 波を作用さ

せたときの波の遡上高R、遡上先端流速uおよび水脈厚η

を計測した。波浪条件は､道路盛土に軽微な被災が生じ

た Ho = 7.5 m、T = 10.5 s（水位D.L+1.05 m）を含め、周期3

種類、波高5種類に変化させた。海氷の模型には、ポリ

プロピレン（比重0.91）を用いた。また、國松ら2)によ

りオホーツク沿岸域で観測された海氷盤の大きさおよび

厚さの実測データを参考に、6.0㎝×6.0㎝と10.0㎝×10.0㎝

の2種類の大きさを用い、厚さは0.5㎝、1.0㎝、2.0㎝の3

図-1 被災事例の断面地形 

107m2.4m

1:100～1:42

1:10

1:2

D.L+7.9m

58.9m

D.L+1.05m

5
.0

5
m

1:2

1:10

1:100～1:42

沖合部
（海氷なし）

沿岸部
（海氷あり）

写真-1 本研究で対象とした海氷状況 

出典：北海道新聞（2016/2/23） 
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種類とした。海氷被覆率ICRは50％と80％とし、2種類の

大きさの模擬氷を同じ面積になるように設定した。設置

範囲は500cmおよび800cm区間とした。海氷および波の

遡上対策としては、写真-2に示す防氷柵をイメージした

鉄網および消波堤を設置した。防氷柵の設置条件は、海

氷を通さない開口率の0%と50%、消波堤は、天端3個並

び2層厚とした。以上実験条件をまとめて表-1に示す。 

 

 

 

 (2)計測方法 

 模擬氷の遡上高の計測にはデジタルビデオカメラを用

いた。また、波高の伝達率Ktは、岸側2本で計測された

波高の平均値を沖側2本の入反射分離した波高で除した

値とした。波の遡上高の計測は、水路床の1:10勾配部分

に幅2cmの溝を設けて、容量線を斜面と同じ高さになる

ように設置して計測した。全ての計測は同一の条件で3

回行ってその平均値とした。模擬氷同士および模擬氷と

水路床の摩擦係数は、水路床1:10の勾配箇所において20

回～30回の繰り返し試験を行い、平均値および中央値を

採用した。 

 

3.  被災波浪の再現 

 

はじめに被災事例（図-1）を再現させた水理模型実験

を実施し、波の遡上高さを調べた。図-3は表-1に示した

波浪条件での沖波波高Hoと遡上高Rとの関係であり、図

中のD1とD2は後浜斜面の道路法肩高と道路法先高である。

被災相当波浪を作用させたときのR2%（入射波数の2%波

数に対応する遡上高）/D1およびR1/10（入射波数の上位

1/10に対応する平均遡上高）/D1の値は、それぞれ1.11，

0.97となった。現地における後浜斜面の被災は、D1～D2

の範囲で発生しており、道路面まで波の遡上痕があった

ことから、道路法肩高D1まで波が遡上していたことを表

している。以上の結果から、R2%超過波（exp）が現地の

遡上高を再現できたと想定される。図中には参考として、

既往の式による計算値（cal）も掲示しているが、実験

値を過小評価しており、D2を下回ることから被災時の遡

上痕とも整合がとれていない。これは計算式が一様勾配

の条件で行った実験結果を基にしているためであり、本

検討には適用できないことを確認した。 

また、遡上高に及ぼす周期の依存性を調べるため、被

災相当波浪の周期をベースに大小に振った2種類の周期

に対し、波高5パターンで行った。その結果、入射波の

波高が同じでも周期の増大に伴い遡上高が大きくなる傾

向にあり、被災相当波浪以下でもD1まで波が到達する場

合がある。以上のことから、後浜斜面の被災が生じるリ

スクは、来襲する波の周期に依存していることがいえる。 

4.  海氷がない状態での対策工（消波堤）の効果 

 

(1)水理模型実験 

海氷の影響による波の遡上特性を明らかにするため、

海氷のない状態での消波堤の効果について水理模型実験

を実施した。表-1に示した3箇所に消波堤（10t型）を設

置し、波の遡上低減効果を調べた。 

図-4は、消波堤を設置した場合の遡上高R2%
＊を無堤時

の遡上高R2%で除したものである。消波堤の設置位置は

汀線から近い順にcase1～case3（L=33.3cm～100.0cm）と

図-3 波の遡上高 
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図-2 実験装置の概要図（単位：cm） 

写真-2 防氷柵による海氷の制御状況 

表-1 実験条件 

 

拡大 

模型縮尺 1/45
入射波高 Ho(cm) 6.7（3m)～20（9m）：5波高
入射周期 T(s) 1.34(9s)，1.57(10.5s)，1.79(12s)
実験水位 h(cm) D.L.+2.3（+1.05m)
海底勾配 i 1/30と1/10の複合勾配
模擬氷設置範囲(cm) 500（225m）、800（360m）
模擬氷の大きさ(cm) 6（2.7m）×6（2.7m）、10（4.5m）×10（4.5m）
模擬氷被覆率　ICR(%) 50、80
模擬氷厚さ　ti(mm) 5（22.5cm），10（45.0cm)，20（90.0cm）
防氷柵の開口率(%) 0、50
消波堤の設置位置(cm) 汀線から33.3（15m）、66.7（30m）、100（45m）

（括弧内は現地量）
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した。波形勾配Ho/Loの違いによる消波堤の遡上低減効果

は、バラツキのある結果となったが、case1である汀線

からL=33.3cm（現地換算L=15m）の位置に設置した場合

に一番効果が高く、概ね4割程度低減できることが可能

となる。 

図-5は、被災相当波（Ho=16.7cm、T=1.57s）を対象に、

消波堤を設置した場合の波の先端遡上波流速u2%
＊を無堤

時の遡上流速u2%で除した遡上流速の低減効果を示したも

のである。どのケースにおいても汀線から離れるに従い、

log関数に近い低減結果となるが、汀線に近いcase1が最

も効果が高く、盛土先端位置での遡上流速は0となり、

波そのものが遡上しない結果となった。 

 

(2)数値解析（CADMAS-SURF） 

数値波動水路（CADMAS-SURF）を用いて、波の遡上

および越波流量解析を実施した。図-6に示す計算領域を

設定し、表-2の条件で数値解析を実施した。差分スキー

ムは、段階的に変化させ模型実験による遡上高Rとの整

合を図った結果、0.3に設定した。消波工の慣性力係数

CMと抗力係数Cpは川崎ら3)に準じ、それぞれ1.2、1.0とし

た。 

図-7は被災相当波を作用させたときの最大遡上高Rmax

とR2%遡上高について、実験による遡上高（exp）と数値

解析による遡上高（cal）のデータをプロットしたもの

である。消波堤は、前節で最も効果の高かった汀線より

L=33.3cm（現地換算L=15m）離れた個所に設定した。計

算結果は10%程度の差異はあったものの、概ね実験値を

再現することができた。 

図-8は、消波堤を設置していない無堤時のときの被災

相当波浪を含む3波高（現地換算Ho=4.5m、6.0m、7.5m）、

周期T=1.57s（現地換算10.5s）での累計越波流量である。

被災相当波浪を作用させた場合の200波での平均越波流
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図-5 消波堤による遡上流速 u2% の低減効果 
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（上図：遡上時、下図：越波時） 

表-2 計算条件 

図-7 被災相当波を作用させたときの波の遡上高 

図-8 累計越波流量 
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量は  2.7×10
-3（ m

3
/m・ sec）となり、道路天端面

（T.P+7.9m）における許容越波量は福田ら4)を準拠する

と車が通行する場合および人が歩行する場合ともに10m

程度離れる必要があり、越波量を減少させる対策が必要

になると考えられる。 

消波堤を汀線より33.3cmに設置した場合での計算越波

流量は、どの波高においてもほぼ0となり、水理模型実

験の結果とも整合がとれている。 

以上のことから、消波堤を設置した場合の波の遡上高

については、CADMAS-SURFを用いることでおおよその

目安値を算定することができることを検証した。ただし、

差分スキーム設定のための検定が必要と考えられる。ま

た、高波浪条件においては計算が途中で中断する状況が

見られた。主なエラーとしては連立1次方程式の解法に

おいて、残差の2乗ノルムが一定値を超過することによ

るものであった。この対処法としては、格子間隔を均等

にする等の場の性質をよくする方向で入力データを再検

討し、タイムステップおよび計算メッシュをより細かく

設定するなどの対処を行うことで解決できる場合もあっ

たが、計算時間が莫大に大きくなることに留意する必要

がある。 

 

５．海氷の遡上 

 

 海氷の遡上状況を把握するため、水理模型実験を実施

した。ここでは、被災時における波浪条件（Ho=7.5m、

T=10.5s）をベースに海氷が写真-1に示す状況で高波が作

用した場合の模擬氷の遡上状況について整理した。 

 

(1)摩擦係数 

 本実験における模擬氷同士の静止摩擦係数 μs1および

模擬氷と水路床の静止摩擦係数 μs2は、現地の状態を想

定し、湿潤状態とした。それぞれの値は図-9 に示すと

おりであり、摩擦係数の結果はバラツキのある傾向が見

られた。安留ら 5)、Takeuchiら 6)は氷と氷、海氷と地盤と

の摩擦係数に与える因子の効果について、相対速度、砂

の粒径、鉛直応力、氷の温度などに依存することを明ら

かとしている。本検討で対象とした海岸における海浜の

砂の中央粒径 d50は 1.2mm、2016 年における 2 月期の最

低外気温は概ね-3℃～-14℃となっており、文献における

これらの条件下でのそれぞれの摩擦係数の値は今回の繰

り返し試験により得られた摩擦係数の平均的な値および

中央値と近い結果となった。 

 

(2)海氷の遡上特性 

 図-10 は、模擬氷設定範囲が 500cm および 800cm

（現地換算 225m、360m）、模擬氷の厚さが 1.0cm（現

地換算 45cm）のときの被災波浪を含む 5波高、3周期の

条件での模擬氷の遡上範囲の一例である。模擬氷の堆積

傾向は、波高および周期の増加により、到達距離および

堆積高さが増加する。また、模擬氷の設定範囲および図

示はしていないが、模擬氷の厚さ tiが大きいほどその傾

向は小さくなるが、この要因として考えられるのは、模

擬氷の設定範囲が大きい場合、汀線付近から沖側にかけ

て多量の模擬氷が集積し、波浪のエネルギーが吸収・減

衰され、模擬氷が遡上しづらくなる傾向があるためであ

る。被災相当波（10 年確率波程度）では、模擬氷の厚

さ tiによる差はあるが、110cm～140cm まで遡上し、概

ね盛土法先位置である 125cm（現地換算 56m）程度まで

遡上する結果となった。 

著者ら 7)は、オホーツク沿岸域における自然海岸にお
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ける盛土の被災事例を整理しており、概ね 10 年確率波

程度以上の波浪が作用した場合、汀線から 60m 程度離

れた盛土に被災が発生する可能性があることを報告して

いる。このことからも、1:10および 1:30の海底勾配を持

つ未整備の当該自然海岸においては、汀線より 60m 程

度の値を目安に、ハード面では、波浪および海氷を直接

的に抑制する対策あるいは路線の変更、ソフト面では、

日々のパトロールの強化および通行止めの措置等を行う

ことが重要と考えられる。 

 

６．対策工による海氷による波の遡上特性 

 

(1)防氷柵による対策 

海氷による波高低減の要因としては、著者ら8)も指摘

している、①海氷の相互作用（衝突や摩擦）、②海氷面

上での波の砕波、③海氷の変形に伴う波の反射（海氷厚

さに依存）などが考えられる。しかしながら、高波浪時

にはこれらの要因が同時に発生し、非常に複雑な現象と

なる。ここでは、波浪低減に影響を及ぼす①～③につい

て全体を考慮した検討とした。図-11は模擬氷の遡上を

防氷柵で対策（開口率0%）を施した表-1の条件での模

擬氷による波浪低減効果の結果である。図中のKtは模擬

氷存在時の伝達率であり、模擬氷が無い場合の伝達率

Kt
*で除することにより波浪の低減割合を示している。

模擬氷設定範囲Xが大きく波長Loが小さいほど、また、

ICRが高く氷厚tiが厚いほど波浪低減効果が大きい。

ICR80%，ti=20mmの場合では、おおよそ30%～50%程度

の低減効果があり、波浪低減の要因である①②③が複合

的に発生していることが実験映像より確認できた。特に

Hoが大きくなるほど模擬氷が激しく衝突しながら、岸方

向に移動し、大きな氷群となって堆積（パイルアップ）

することにより②と③の現象が強く出ていた。ICR50%、

ti=5mmでは、X/Lo（模擬氷設置範囲と波長との比）が小

さい場合ではほとんど低減効果が見られなかった。この

要因としては、X/Loが1程度の条件では模擬氷がその場

に留まった上下運動が主となり、前述した波浪低減の要

因の②と③の影響はほとんどなく、①が主な要因となる

ため低減効果が小さかったと考えられる。現象が非常に

複雑なため、データのバラツキも大きいが、遡上域にお

いて完全に海氷をせき止める対策をとった場合では、限

られた条件ではあるがICR=50%、80%の場合の海氷の遡

上低減効果の目安値はそれぞれ次式(1)(2)のようになる。 

 

Kt

Kt
∗ = e

(−0.0039ti−0.022)(
X

L0
)
  ・・・(1) 

Kt

Kt
∗ = e

(−0.0073ti−0.0235)(
X

L0
)
  ・・・(2) 

ここで ti：氷厚(mm)、X：模擬氷設置範囲(cm)、Lo：波長

(cm) ただし、海底勾配1:30、1:10の複合勾配で 

5mm< ti <20mm、1<X/Lo<2.85 

 

海氷による波の遡上高の低減効果を明らかにするため、

模擬氷のない状態での波の代表遡上高R2%（2%超過値）

をベースとし、模擬氷を設定したときの遡上高の関係を

調べた。図-12は、表-1の条件での海氷による波の遡上

低減効果の結果である。図中のR2%
*は、模擬氷設定時の

遡上高であり、模擬氷がない場合の遡上高R2%で除する

ことにより、波の遡上低減割合を示している。ICRと氷

厚 tiが大きくなる程、低減効果が増し、 ICR80%，

ti=20mmの場合では最大で8割程度の低減効果が見られ、

波形勾配Ho/Loが大きくなるほど、波の遡上低減効果が大

きくなる傾向が見られた。また、ICRと氷厚tiが小さく、

Ho/Loも小さい場合は、ほとんど波の遡上低減効果はなく、
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図-12 波形勾配 Ho/Loと波の遡上低減効果の関係 

図-11 波浪低減効果 

図-13 防氷柵による遡上低減効果 
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この傾向は波浪低減特性と同様となった。 

 図-13は、模擬氷の遡上対策として、開口率が0%の場

合（遡上域前で全ての模擬氷を防止）の遡上高R2%
*と

50%の場合の遡上高R2%
**の波の遡上高の低減特性

（R2%
*
/R2%

**）の結果である。開口率50%の場合では、遡

上域にランダムに海氷が堆積するため、波の遡上高の結

果もバラツキが多く、波形勾配の違いによる低減効果に

規則性は見られなかったが、開口率が0%の条件よりも

低減効果が大きい結果が得られた。 

 

(2)消波堤による対策 

実用的な海氷の遡上対策工として、波の遡上にも有効

である消波堤を設置した場合での海氷を伴う遡上高およ

び消波堤の安定性について検討した。消波ブロックの重

量は、35g，59.7g，100.0g（現地換算4t型，6t型，10t型）

とし、設置位置は前節での検討の結果から、最も波の遡

上低減効果の高い汀線より33.3cm（現地スケール15m）

とした。図-14は、模擬氷設置範囲X=800cm、ICR=80%の

条件で被災相当波（Ho=16.7cm、T=1.57s）を作用させた

場合の対策工別の波の遡上高である。消波堤のみの場合

と比較し模擬氷設置時には未対策時と比べ4割程度波の

遡上高を低減させることが確認された。表-2は被災相当

波浪を200波作用させた後の消波ブロックの被災率の結

果である。6t型以上のブロックを設置（CASE2）するこ

とで耐波・耐氷双方の安定性の確保が可能となる。写真

-3は、4t型を設置した場合の波浪作用後の状況である。

消波ブロックの変形は見られるものの、模擬氷の遡上を

完全に防止できることが確認された。 

 

７．結論 

  

1) 海氷がない状況において、波の遡上高を数値波動水

路を用いた数値計算により消波堤の効果を検討した。

その結果、概ね精度よく模型実験を再現することが

できることを検証した。 

2) 対象海岸において、沖にほとんど海氷がなく、岸に

海氷が卓越している状況下における海氷の遡上は、

10年確率波程度（被災相当波浪）において、汀線よ

り60m程度まで達する可能性がある。 

3) 防護柵により海氷の遡上対策を施した場合の波浪低

減について推定式を提案した。 

4) 海氷の遡上対策として消波堤は有効であることを確

認した。海氷の厚さが現地で最も卓越するti =10mm

（現地換算50cm程度）の条件では、波の遡上対策

として効果的となった汀線より15m程度の位置に設

置した場合、10年確率波程度（被災相当波浪）にお

いてブロック重量を6t程度以上とすることにより耐

波・耐氷双方の安定性の確保が可能となる。 
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写真-3 被災相当波浪作用後の状況 

図-14 消波堤による遡上低減効果 
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実験ケース 消波堤の設置位置 ブロックの重量 被害率(%)

CASE1
35g

（現地換算:4t型）
100

CASE2
59.7g

（現地換算：6t型）
0

CASE3
100g

（現地換算：10t型）
0

汀線より33.3cm
（現地換算：15m）

表-3 消波ブロックの被害 


